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研究要旨 
【目的】2020 年の新型コロナウイルス感染症の流行（以下、コロナ禍）に伴い、テレワークを
導入する企業が急増した。テレワークは感染症予防や多様な働き方に対応できる等のメリット
がある一方で、身体活動量低下や筋骨格系への影響、生活習慣病リスクが懸念されている。そ
こで本研究では、安全衛生に配慮したテレワークを社会で推進することを目的に、課題①全国
的なテレワークの状況の把握、課題②テレワークの健康影響の解明、課題③テレワーカーへの
介入策の検討を行った。研究期間は 3 年であり、本報告書では 2 年目の研究成果を総括する。 
【方法】課題①では、全国の約 1 万 8 千名の勤労者および上場企業 684 社のデータを分析し
た。課題②では、首都圏在住の 1000 名以上の勤労者の加速度計データ、約 300 名の身体組
成・体力・運動器疼痛に関するデータを分析した。課題③では、介入策の検討にあたり、多職
種産業保健スタッフの研究会である産業保健研究会（さんぽ会）での議論を通じて、現場の課
題や良好実践を収集した。加えて、先行研究や公的ガイドラインの収集・整理、勤労者へのフ
ォーカスグループインタビュー等を行い、有効性が期待される介入要素を抽出した。介入策の
有効性を検証するための研究デザインは、対象者 500 名を対象としたクラスターランダム化試
験とし、介入期間は 3 カ月間とした。 
【結果】労働者への調査から、在宅勤務環境の整備が不十分なほど身体症状を持つ者が多く、
特に、集中できる場、足元のスペース、温湿度、静けさ、通信環境、気分転換の場の重要性が
示唆された。事業所への調査から、テレワークが社会に定着するとともに様々な企業に広がっ
ている一方で、テレワーク従業員に対する安全衛生対策は十分になされてない実態も明らかと
なった。テレワークを行う者は、全く行わない者に比べて、強度を問わず身体活動時間が少な
く、座位行動が多かった。例えば、テレワークを週 5 日以上行う者は、総身体活動時間が約 70
分/日、歩数が約 4,000 歩/日少なかった。同一個人でも、出勤日と比べて、テレワーク日は、1
日あたり平均 4,792 歩（59.2％）歩数が減少していた。テレワーク頻度と骨格筋指数、体脂肪
率、椅子立ち上がり回数、関節等の不調の関連について、性別や年齢別で解析したところ、一
部の層でのみ関連が認めれた。コロナ禍から 3 年以上が経過し、企業がテレワークやオンライ
ン会議などは残しつつも、ポストコロナに舵を切ろうとする状況が見えてきた。企業の実情や
課題を踏まえ、テレワーカーへの介入要素は「テレワーク環境改善」「運動不足解消」「腰痛対
策」の 3 つとした。社会実装の実現可能性を考慮し、メインの介入ツールは動画およびメール



とした。計 27 個（各要素で 5～12 個）の動画を準備した。主に就業時間内での閲覧を想定
し、動画の時間は 5 分以内で作成した。倫理審査委員会の承認を経て、プロトコルを臨床試験
登録した。介入企業をリクルートし、5 社からの協力を得て、3 月より介入研究をスタートさ
せた。 
【結論】テレワークは様々な企業に広がっており、社会に定着してきている。その一方で、テ
レワーク従業員に対する安全衛生対策は十分とは言い難い。特に、在宅勤務環境が整っていな
いことは身体症状の悪化につながる。また、テレワークは身体活動を低下させ、歩数について
は、1 日 4,000 歩以上も減少することが明らかとなった。テレワーカーに対する介入コンテン
ツは、ポストコロナに向けた企業の動きを踏まえる必要があると考えられた。今後は、本研究
で開発した介入手法について、有効性や実装アウトカムの視点からも評価し、社会実装を見据
えた介入策の提言につなげていく予定である。
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Ａ．研究目的 

2020 年の新型コロナウイルス感染症の流
行（以下、コロナ禍）に伴い、テレワークを
導入する企業が急増した。テレワークは感染
症予防や多様な働き方に対応できる等のメリ
ットがある一方で、身体活動量低下や筋骨格
系への影響、生活習慣病リスクが懸念されて
いる。そこで本研究では、安全衛生に配慮し
たテレワークを社会で推進することを目的



に、以下の 3 つの課題を設定した。 
課題①：テレワークの状況の把握 
テレワークの頻度、作業環境、事業者の安
全衛生管理状況等を明らかにする 
 課題①-A：労働者への調査 
 課題①-B：事業所への調査 
課題②：テレワークの健康影響の解明 
テレワークと身体活動量低下、筋力低下、
関節の不調等の関連を明らかにする 
 課題②-A：テレワークが身体活動およ 

び生活習慣病に及ぼす影響 
 課題②-B：テレワークが筋力および関 

節等の不調に及ぼす影響 
課題③：テレワーカーへの介入策の検討 
先行研究や好事例の収集、関係者ヒアリン
グから、具体的介入策を検討する 
 課題③-A：作業環境改善 
 課題③-B：身体活動促進 
 課題③-C：体操・ストレッチ実施 

研究期間は 3 年とし、課題①～③の成果を
もとに、周知啓発資料として「安全衛生に配
慮したテレワークガイド（仮称）」を最終年
度に作成する予定である。本報告書では、2
年目の研究成果を総括する。 

 
Ｂ．研究方法 
課題①：テレワークの状況の把握 
 労働者への調査については、日本における
新型コロナウイルス感染症に関する社会・健
康格差評価研究（JACSIS研究）のインターネ
ット調査データを用いた記述疫学研究を行っ
た。インターネット調査会社のパネルメンバ
ーから無作為抽出された日本全国の一般住民
15～79歳の男女31,000人の回答者のうち、就
労していない者などの除外基準に該当した
12,964人を除いた18,036人の就労者を解析対
象者とした。調査項目は基本属性、テレワーク

した日の仕事時間とした。 
 事業所への調査については、全国の上場1部
企業（3,794社）を対象に、2023年2月～3月に
郵送法による自記式質問紙調査を実施した。
回答を得た689社のうち、テレワーク実施状況
の回答に欠損のなかった684社を分析対象と
した（有効回答率：18.0%）。 
課題②：テレワークの健康影響の解明 

身体活動および生活習慣病に及ぼす影響に
ついては、健診センターを拠点としたコホー
ト研究「明治安田ライフスタイル研究（MYLS
スタディ®）」の 2022 年度の横断データを用
いた。首都圏在住のホワイトカラー労働者
1,133 人を対象とし、在宅勤務の頻度と、平日
の身体活動と座位行動は 3 軸加速度計を用い
て測定した。 

テレワークが筋力および関節等の不調に及
ぼす影響については、都内の複数の企業にお
いて、約 300 名のホワイトカラー従業員を対
象に職場で測定会を実施し、体組成、体力テ
スト、関節等の不調を評価した。加えて身体
活動と座位行動は 3 軸加速度計を用いて測定
した。 
課題③：テレワーカーへの介入策の検討 
 介入策の検討にあたり、多職種産業保健ス
タッフの研究会である産業保健研究会（さん
ぽ会）での議論を通じて、良好実践の収集や
実施可能性を検証した。加えて、先行研究や
公的ガイドラインの収集・整理、勤労者への
フォーカスグループインタビュー等を行い、
有効性が期待される介入要素を抽出した。介
入策の有効性を検証するための研究デザイン
は、対象者 500 名を対象としたクラスターラ
ンダム化試験とし、介入期間は 3 カ月間とし
た。令和 5 年度は介入ツールの作成および介
入開始までの手続きを行った。 
 



Ｃ．研究結果 
課題①：テレワークの状況の把握 
 労働者への調査から、在宅勤務環境の整備
が不十分なほど、身体症状を持つ者が多いこ
とが明らかとなった。特に、集中できる場、足
元のスペース、温湿度、静けさ、通信環境、気
分転換の場の重要性が示唆された。本研究成
果は、第96回日本産業衛生学会で発表すると
ともに、学術誌に掲載された。 
 事業所への調査から、テレワーク実施率は7
割に近く、テレワークが社会に定着するとと
もに様々な企業に広がっている様子がうかが
えた。一方で、テレワーク従業員に対する安全
衛生対策は十分になされてない実態も明らか
となった。本研究成果は、学術誌への発表に加
えて、プレスリリースをとおして一般メディ
アにも掲載された。 
課題②：テレワークの健康影響の解明 

週 1 回以上テレワークを行う者は、全く行
わない者に比べて、強度を問わず身体活動時
間が少なく、座位行動が多かった。例えば、在
宅勤務を全く行わない者に比べ、週 5 日以上
行う者は、総身体活動時間が約 70 分/日、歩
数が約 4,000 歩/日少なかった。 

個人内での身体活動の変動も検討したとこ
ろ、出勤日と比べて、テレワーク日は、1 日あ
たり 4,792 歩（59.2％）歩数が減少していた。
一方、テレワーク頻度と骨格筋指数、体脂肪
率、椅子立ち上がり回数、関節等の不調に関
連は認められなかった。ただし、性別や年齢
層別の解析では、一部関連性が認められた。 
課題③：テレワーカーへの介入策の検討 
 さんぽ会で 2 回の月例会を行った（2023 年
5 月、12 月）。月例会の発表や議論から、コロ
ナ禍から 3 年以上が経過し、企業がテレワー
クやオンライン会議などは残しつつも、ポス
トコロナに舵を切ろうとする状況が見えてき

た。さらに、テレワークと出勤が組み合わさ
ったハイブリット勤務がメインという現状を
踏まえて、テレワーカーへの介入策の実施可
能性が検討された。 
 これらの議論を踏まえながら、テレワーカ
ーへの介入要素は「テレワーク環境改善」「運
動不足解消」「腰痛対策」の 3 つとした。社会
実装の実現可能性を考慮し、メインの介入ツ
ールは動画およびメールとした。計 27 個（各
要素で 5～12 個）の動画を準備した。主に就
業時間内での閲覧を想定し、動画の時間は 5
分以内で作成した。倫理審査委員会の承認を
経て、プロトコルを UMIN-CTR に臨床試験
登録した（UMIN000053861）。介入企業をリ
クルートし、5 社からの協力を得て、3 月より
介入研究をスタートさせた。 
 
Ｄ．考察 

本研究では、安全衛生に配慮したテレワー
クを社会で推進することを目的に、課題①全
国的なテレワークの状況の把握、課題②テレ
ワークの健康影響の解明、課題③テレワーカ
ーへの介入策の検討を行った。研究計画に沿
って、1年目（令和4年度）はデータ収集を中心
に行い、2年目（令和5年度）は、その結果の分
析や公表を行った。テレワークの実情やどこ
に課題があるかが見えてきたため、現場の意
見を踏まえながら、介入策を立案中である。 

本研究のいずれの検討においても、テレワ
ークは身体活動量を低下させ、座位時間を延
長させていた。興味深いことに、集団間の比較
でも、個人内の比較でも、テレワークは1日
4,000歩以上の歩数減少をもたらすことが明
らかとなった。次年度以降は、この変化が生活
習慣病や関節の不調等にどのように影響する
のか、対象者特性を踏まえた検証が必要であ
る。 



2023年5月に新型コロナウイルス感染症は、
感染症法における位置づけが2類から5類に変
更になった。それに伴い、テレワークの目的は、
感染症予防から本来の目的である多様な働き
方の確保に移行しつつある。急速に発展・普及
したテレワークやオンライン会議は、コロナ
禍のレガシーともいえる。各企業はこのレガ
シーを活用しつつ健康と生産性を高める新し
い働き方を模索している。本研究で立案中の
介入策は、学術研究はもとより、現場の意見を
取り入れ、このような社会と企業の動向にな
じむように慎重に企画されている。3年目（令
和6年度）は介入研究の成果を取りまとめると
ともに、研究成果を統合して、最終成果物であ
る「安全衛生に配慮したテレワークガイド（仮
称）」を作成する予定である。 
 
Ｅ．結論 

テレワークは様々な企業に広がっており、
社会に定着してきている。その一方で、テレワ
ーク従業員に対する安全衛生対策は十分とは
言い難い。特に、在宅勤務環境が整っていない
ことは身体症状の悪化につながる。また、テレ
ワークは身体活動を低下させ、歩数について
は、1日4000歩以上も減少することが明らかと
なった。テレワーカーに対する介入コンテン
ツは、ポストコロナに向けた企業の動きを踏
まえる必要があると考えられた。今後は、本研
究で開発した介入手法について、有効性や実
装アウトカムの視点からも評価し、社会実装
を見据えた介入策の提言につなげていく予定
である。 
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